
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無：無 

  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無：無 
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（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  1,528  22.0  138  169.1  166  117.7  98  111.6

22年3月期第１四半期  1,253  △31.8  51  △55.7  76  △45.3  46  △40.3

  
１株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり 
四半期純利益 

  円 銭 円 銭 

23年3月期第１四半期  10  11  －      

22年3月期第１四半期  4  77  －      

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

  百万円 百万円 ％ 円 銭 

23年3月期第１四半期  4,754  3,429  72.1  350  66

22年3月期  4,858  3,496  72.0  357  52

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 3,429百万円 22年3月期 3,496百万円

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 

22年3月期  －        0 00 －     2 00  2  00

23年3月期  －      

23年3月期（予想）  0 00 －     4 00  4  00

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

第２四半期（累計）  2,150  25.3  4  －  44  －  40  －  4  09

通期  4,500  26.7  50  －  130  －  117  －  11  96



４．その他（詳細は、［添付資料］Ｐ．５「その他」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動 ：無 

新規        社 （社名）                        、除外        社  （社名） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用：無 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更：有 

②  ①以外の変更              ：無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作

成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短

信の開示時点において、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きは終了していません。  

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている事業見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は、経済状況・為替の変動等にかかわるリスクや不確定要因により記

載の予想数値と異なる可能性もあります。なお、業績予想に関する事項は、 [添付資料]４ページ「1.当四半期の連

結業績等に関する定性的情報(3)連結業績予想に関する定性的情報」をご覧ください。   

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 9,780,000株 22年3月期 9,780,000株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 403株 22年3月期 403株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 9,779,597株 22年3月期１Ｑ 9,779,597株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、国内の企業環境には一部回復の兆しが見え始めたものの、

企業の設備投資や個人消費については低迷が続きました。また、欧州の金融不安に端を発した経済混乱により、

急激に円高が進行するなど、景気の先行きは依然として不透明な状況で推移してまいりました。   

 海外旅行業界におきましては、昨年度の新型インフルエンザの影響で海外旅行を取止めたお客様の需要の回復

と円高傾向による海外旅行の割安感から前年同四半期に比べて回復の兆しは見えたものの、長引く景気の低迷に

よる旅行需要への消費マインドの本格的な回復には至らず、業界全体としては引続き厳しい経営環境が続いてお

ります。 

 このような状況下、当社グループは、販売計画を達成すべく、『中期経営戦略3ヵ年』（2010年4月～2013年3

月）を達成すべく事業活動を積極的に展開し、お客様の立場に配慮した「ゆとりある豊かな旅」の提供と、「高

い安心感と満足感」の提供を実践し、顧客満足度の更なる追求や販売の強化と拡充を図り、サービスのより一層

の向上を目指してまいりました。 

 商品開発面では、顧客が満足いただける商品の開発を前提に、顧客の体力に合った商品の開発と、新規顧客を

獲得できる商品の開発を進めてまいりました。 

 販売面では、当第１四半期で発生したアイスランドの火山の噴火(自然災害)によるツアー催行の取止めやその

影響により一時的に旅行を取止めるお客様はでたものの、昨年度の新型インフルエンザの影響で海外旅行を取止

めたお客様の需要が回復し、さらにツアーの催行実績を向上させるため、窓口担当及び企画セクションから積極

的な販売活動を実施してまいりました。 

 利益面におきましては前述の通り、アイスランドの火山の噴火（自然災害）の影響等により現地でのコストの

増加はあったものの、１ツアー当たりの催行人数の増加による利益の改善がみられました。また、積極的な経費

の節減等を実施した結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高15億28百万円(前年同期比 22％増)、営

業利益１億38百万円(前年同期比 169.1％増)、経常利益１億66百万円(前年同期比 117.7％増)、特別損失で投資

有価証券の評価損57百万円の計上により、四半期純利益は、98百万円(前年同期比 111.6％増)となりました。 

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 １.財政状態の分析  

      (流動資産) 

        当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、18億７百万円(前連結会計年度末は18億21百万 

      円)となり、14百万円の減少となりました。 

          主な増減要因としては、下記の内容が挙げられます。 

         ① 季節変動により営業債権(営業未収入金・旅行前払金)が21百万円減少したこと 

         ② 現金及び預金が４百万円減少したこと                             

             ③ 短期貸付金を含むその他流動資産が10百万円増加したことによるものであります。  

      (固定資産) 

         当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、29億47百万円(前連結会計年度末は30億36百万 

       円)となり、89百万円の減少となりました。 

         主な増減要因としては、下記の内容が挙げられます。 

      ① 長期貸付金が短期への振替及び回収により14百万円減少したこと 

      ② 有価証券の時価の変動により投資有価証券が67百万円減少したこと 

      ③ 敷金及び保証金が回収等により６百万円減少したことによるものであります。 

      (流動負債)          

         当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、11億34百万円(前連結会計年度末は11億80百万 

        円)となり、46百万円の減少となりました。 

          主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

        ① 季節変動により営業債務(営業未払金・旅行前受金)が２億円減少したこと 

        ② 為替の変動等に伴いデリバティブ債務が1億35百万円増加したことによるものであります。 

      (固定負債) 

            当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、１億91百万円(前連結会計年度末は１億80百万 

       円)となり、10百万円の増加となりました。  

         主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。 

        ① 長期前受収益の取崩により２百万円減少したこと 

        ② 退職給付引当金等の計上により２百万円増加したこと 

        ③ 資産除去債務の発生により８百万円増加したことによるものであります。 

      (純資産) 

           当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、34億29百万円(前連結会計年度末は34億96百万円) 

      となり、67百万円の減少となりました。 

          主な増減要因としては下記内容が挙げられます。 

        ① 投資有価証券の時価評価及び為替予約等の時価評価に伴う評価・換算差額等が1億46百万円増加したこ

                と 

        ② 配当の支払い及び四半期純利益の計上によ利利益剰余金が79百万円増加したことによるものでありま 

        す。 



 ２.キャッシュ・フローの状況    

       当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は(以下「資金」という。)は、12億6百万円とな 

      り、前連結会計年度と比べ４百万円の資金の減少となりました。 

       当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

      (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

         営業活動によるキャッシュ・フローは、4百万円の資金の増加となりました。 

         主な増減要因としては、下記内容が挙げられます。  

        ① 税金等調整前四半期純利益１億１百万円の計上による資金の増加 

        ② 営業債権・債務残高の変動に伴い資金が１億78百万円の減少 

        ③ 投資有価証券の評価損として57百万円の計上  

        ④ 資産除去債務損失として７百万円の計上によるものであります。  

      (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

         投資活動によるキャッシュ・フローは、12百万円の資金の増加となりました。 

         主な増加要因としては、下記内容が挙げられます。 

        ① 貸付金の回収に伴い資金が８百万円の増加 

        ② 敷金保証金の返還により資金が４百万円増加したことによるものです。  

       (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

         財務活動によるキャッシュ・フローは、19百万円の資金の減少となりました。 

         この減少した要因は、配当金の支払いによるものであります。 

     前年同四半期との比較・分析 

       当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は(以下「資金」という。)は、12億６百万円とな 

      り、前年同四半期と比べ１億47百万円の資金の増加となりました。 

       当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

      (営業活動によるキャッシュ・フロー) 

         営業活動の結果獲得した資金は、４百万円(前年同四半期は１億12百万円の使用)となりました。 

         前年同四半期との差異１億17百万円の主な増加要因としては、下記内容が挙げられます。 

        ① 前年同四半期と比べて税金等調整前四半期純利益が25百万円増加したこと 

        ② 前年同四半期と比べて営業債権・債務残高の変動に伴い資金が22百万円増加したこと         

             ③ 当四半期は、投資有価証券の評価損として57百万円を計上したこと                 

            ④ 当四半期は、資産除去債務損失として７百万円を計上したことによるものであります。 

      (投資活動によるキャッシュ・フロー) 

         投資活動の結果獲得した資金は、12百万円(前年同四半期は２百万円の使用)となりました。       

             前年同四半期との差異14百万円の主な増加要因としては、下記内容が挙げられます。 

        ① 前年同四半期は、投資有価証券の運用より資金が19百万円発生したこと 

        ② 前年同四半期と比べて業務提携先からの貸付金の回収が８百万円減少したこと 

        ③ 当四半期は、敷金及び保証金の返還により資金が４百万円増加したことによるものであります。    

      (財務活動によるキャッシュ・フロー) 

         財務活動の結果使用した資金は、19百万円(前年同四半期は19百万円の使用)となりました。       

             財務活動で使用した資金は、配当金の支払によるものです。 

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当グループとしては、販売計画を達成すべく、『中期経営戦略3カ年計画』(2010年4月～2013年3月)に留意した

経営重点施策に基づく事業活動を展開し、お客様の立場に配慮した「ゆとりある豊かな旅」の提供と「高い安心感

と満足感」の提供を実践し、顧客満足度の更なる追求、販売の強化と拡充、サービスのより一層の向上を目指して

まいります。なお、現時点での第２四半期連結累計期間及び通期の連結業績予想につきましては、計画の変更はあ

りません。  



（１）重要な子会社の異動の概要 

  該当事項はありません。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

  該当事項はありません。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 １.会計基準等の改正に伴う変更 

   ①資産除去債務に関する会計基準の適用  

        当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号 平成20年3月31 

      日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号 平成20年3月31日)を 

      適用しております。 

      これにより営業利益、経常利益がそれぞれ98千円減少し、税引等調整前四半期純利益が7,377千円減少して 

      おります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は8,888千円であります。 

     ②表示方法の変更 

      (四半期連結損益計算書) 

      「連結財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第22号 平成20年12月26日)に基づく「財務諸表等の用 

      語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成21年３月24日 内閣府令第５号) 

      の適用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示してお

      ります。  

  

 ２.１.以外の変更 

      該当事項はありません。 

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,212,321 1,216,863

営業未収入金 49,409 22,656

有価証券 47,829 47,818

貯蔵品 5,131 5,113

未収還付法人税等 3,064 1,450

旅行前払金 312,304 360,600

その他 177,661 167,507

貸倒引当金 △60 △60

流動資産合計 1,807,661 1,821,952

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 156,288 149,319

減価償却累計額 △111,979 △105,891

建物及び構築物（純額） 44,308 43,428

土地 37,780 37,780

その他 79,954 79,954

減価償却累計額 △75,141 △74,636

その他（純額） 4,813 5,317

有形固定資産合計 86,902 86,526

無形固定資産 15,926 16,180

投資その他の資産   

投資有価証券 869,568 937,489

長期貸付金 1,730,440 1,745,019

その他 246,387 253,106

貸倒引当金 △2,100 △2,100

投資その他の資産合計 2,844,295 2,933,514

固定資産合計 2,947,124 3,036,221

資産合計 4,754,785 4,858,173



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

営業未払金 386,673 306,598

未払法人税等 3,318 8,804

旅行前受金 436,978 717,547

賞与引当金 7,642 23,959

その他 299,392 124,010

流動負債合計 1,134,006 1,180,919

固定負債   

退職給付引当金 94,382 91,623

役員退職慰労引当金 85,399 85,533

長期前受収益 － 2,239

資産除去債務 8,888 －

その他 2,843 1,500

固定負債合計 191,513 180,896

負債合計 1,325,520 1,361,816

純資産の部   

株主資本   

資本金 932,550 932,550

資本剰余金 911,300 911,300

利益剰余金 1,820,511 1,741,197

自己株式 △218 △218

株主資本合計 3,664,142 3,584,828

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △12,244 △2,028

繰延ヘッジ損益 △222,632 △86,442

評価・換算差額等合計 △234,877 △88,471

純資産合計 3,429,264 3,496,357

負債純資産合計 4,754,785 4,858,173



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業収益 1,253,133 1,528,729

営業原価 997,863 1,193,705

営業総利益 255,270 335,024

販売費及び一般管理費 203,833 196,593

営業利益 51,436 138,431

営業外収益   

受取利息 23,571 15,238

受取配当金 3,226 4,116

為替差益 － 7,580

その他 219 1,286

営業外収益合計 27,017 28,222

営業外費用   

為替差損 1,322 －

その他 635 120

営業外費用合計 1,958 120

経常利益 76,495 166,532

特別損失   

投資有価証券評価損 － 57,704

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,278

特別損失合計 － 64,982

税金等調整前四半期純利益 76,495 101,549

法人税、住民税及び事業税 1,922 1,440

法人税等調整額 27,876 1,235

法人税等合計 29,798 2,676

少数株主損益調整前四半期純利益 － 98,873

四半期純利益 46,697 98,873



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 76,495 101,549

減価償却費 1,934 1,441

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,533 2,758

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 1,108 △134

賞与引当金の増減額（△は減少） △17,154 △16,317

受取利息及び受取配当金 △26,797 △19,355

為替差損益（△は益） 385 3,610

投資有価証券評価損益（△は益） － 57,704

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,278

営業未収入金の増減額(△は増加) △31,427 △26,753

旅行前払金の増減額(△は増加) 92,577 48,296

未収消費税等の増減額（△は増加） 6,352 11,758

たな卸資産の増減額（△は増加） △2,637 △17

その他の流動資産の増減額(△は増加) △4,884 △7,700

その他の投資その他の資産の増減額(△は増加) 375 482

営業未払金の増減額(△は減少) 61,446 80,075

旅行前受金の増減額(△は減少) △323,852 △280,568

その他の流動負債の増減額（△は減少） 37,982 37,376

長期前受収益の増減額(△は減少) △3,834 △2,239

その他 － 46

小計 △130,397 △706

利息及び配当金の受取額 20,317 11,674

法人税等の支払額 △2,187 △6,027

営業活動によるキャッシュ・フロー △112,267 4,940

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △19,842 －

貸付金の回収による収入 16,957 8,155

敷金及び保証金の回収による収入 860 4,360

敷金及び保証金の差入による支出 △50 △50

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,074 12,465

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △19,588 △19,590

財務活動によるキャッシュ・フロー △19,588 △19,590

現金及び現金同等物に係る換算差額 6,559 △2,348

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △127,370 △4,532

現金及び現金同等物の期首残高 1,185,775 1,210,851

現金及び現金同等物の四半期末残高 1,058,404 1,206,319



  該当事項はありません。  

   

 [事業の種類別セグメント情報]  

   前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月1日 至平成21年６月30日)において、当社グループは、海外旅行 

  並びにそれに関連する企画宣伝・情報誌の編集・旅行傷害保険等の総合的サービスを行う、いわゆる旅行業とい

  う同一セグメントに従事しており、当該事業以外に事業種類がないため、該当事項はありません。 

 [所在地別セグメント情報]  

   前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月1日 至平成21年６月30日)において、本邦以外の国又は地域に所 

 在する連結子会社及び重要な在外支店がないため当該事項はありません。 

 [海外営業収益]  

   前第１四半期連結累計期間(自平成21年４月1日 至平成21年６月30日)において、海外営業収益はいずれも連 

  結営業収益の10％未満のため、記載を省略しております。 

 [セグメント情報] 

      当社グループの事業は旅行業という単一セグメントに属するため、セグメントに係る記載は該当がありませ 

    ん。したがって、本報告書ではセグメントに係る記載に代えて、適宜、商品別、旅行種別、渡航先別等の記載を

    行っております。 

(1）商品仕入実績 

  （注）地上費は、主催旅行における海外現地の宿泊費、交通費、その他の費用等であります。 

  

(2）販売実績 

ａ．商品別売上高 

   （注） その他売上は、保険手数料及び渡航申請手数料等の収入であります。 

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

商品名 
前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

航空運賃・地上費（千円）  821,700  1,034,981

広告原価（千円）  95,401  62,773

その他（千円）  53,050  70,924

合計（千円）  970,152  1,168,678

区分 
前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

旅行売上（千円）  1,248,678  1,522,775

その他売上（千円）  4,455  5,953

合計（千円）  1,253,133  1,528,729



ｂ．種別旅行売上高 

      C．渡航先別旅行者数 

  (追加情報) 

    当第1四半期連結会計期間より「セグメント情報の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号 平成21年3月27

    日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第20号 平成20年3月21 

   日)を適用しております。 

  

   該当事項はありません。 

  

区分 
前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

募集型企画旅行（千円）  1,216,820  1,453,565

受注型企画旅行・手配旅行

（千円） 
 31,858  69,210

合計（千円）  1,248,678  1,522,775

行先 
前第１四半期連結会計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

ヨーロッパ（人）  1,391  1,912

ロシア（人）  49  34

中東（人）  46  86

北米（人）  83  220

中南米 (人)   －  5

オセアニア（人）  12  23

アジア（人）  162  267

合計（人）  1,743  2,547

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記



  

(四半期連結貸借対照表関係)  

  

(四半期連結損益計算書関係) 

  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)  

（７）その他注記情報

当第1四半期連結会計期間末 

（平成22年6月30日）   

 １．偶発債務 

 当社はEuro Cruise Holdings B.V．(以下、「同社」とする)と平

成18年7月に業務提携を行い、当社優先利用の河川クルーズ船の建

造を委託するとともに、融資契約を締結しております。同河川クル

ーズ船は平成19年5月より運航を開始し、当社は事業年度のうち一

定期間チャーターをしております。また、同船舶の運航業務につき

ましては同社に全面的に委託しております。 

 業務提携に基づく運航業務委託費の範囲等に関し、当社と同社と

の認識の間に一部不一致があり、現在当該認識の相違について協議

中であります。 

 当社といたしましては00、同社の主張は根拠がないものと判断

し、当社の認識は契約に基づく適正なものとして、その正当性を主

張していく方針でありますが、当該認識の差異の解消に関する結果

を予測することは現時点では困難であり、今後の交渉の結果次第に

よっては当社の業績に影響を与える可能性があります。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額 

 は次のとおりであります。 

給与・賞与 57,935千円 

地代・家賃 30,133  

支払手数料 31,002  

減価償却費 1,206  

賞与引当金繰入額 13,524  

退職給付引当金繰入額 2,541  

役員退職慰労引当金繰入額 1,140  

 当社グループの顧客層は、年間で見た場合、欧州方面の旅行需

要が主流を占めております。 

 特に海外渡航先のべストシーズンである初夏及び紅葉の時期に

需要が集中するため、通常、第１四半期連結決算期及び第３四半

期連結会計期間の売上が他の四半期と比べて高くなっておりま

す。 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日） 

 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸 

 借対照表に記載されている科目の金額とその関係 

(平成22年6月30日現在)

現金及び預金勘定 1,212,321千円 

有価証券勘定（ＭＭＦ等） 47,829  

預入期間が３ヵ月を越える定期預金 △53,831  

現金及び現金同等物 1,206,319  


